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要約 
 産業構造の変容が急速に進む現在、にわかにマスメディアによってクローズアップされ、健康
管理発のブームとなった「健康経営」が真に働く人の健康を守り、企業の存続可能性を高めうる
のかを考察した。健康経営は健康管理を推進する厚生労働省ではなく、産業の創生と経済や貿易
の発展を責務とする経済産業省により主導されている。健康経営銘柄の選定等のメリットにより、
経営層の関心を引くようである。しかし、「従業員の健康管理を戦略的に行うことで企業の収益を
向上させ、存続可能性を高める」という定義に沿う絶対有効な手法は、既存の健康管理やメンタ
ルヘルス対策には存在しない。一方で、職場の健康管理における手段の目的化と過度なビジネス
化が健全な健康経営を展開する上での障害となることが懸念される。メンタルヘルス対策を含み
現実の健康管理は、大手と中小企業、常用と非常用雇用という労働者間における大きな格差を長
年放置してきた。健康経営の受益者が平均的な企業で働く労働者であるべきことを想起するべき
時である。職場のメンタルヘルス対策に従事するEAP等の専門家は、これらの構造的な問題を真摯
に受け止め、自らの在り様と抜本的な対策を柔軟に模索していくことを、実務の中で意識する必
要がある。 
 
キーワード：健康経営®、メンタルヘルス、EAP、健康管理、メンタルヘルス対策 
 ※健康経営® は、特定非営利活動法人「健康経営研究会」の登録商標です。 
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Ⅰ．はじめに～断絶の時代の到来～ 
 断絶という言葉は“それまで続いてきたも
の、受け継がれてきたものが、唐突に途絶え、
廃絶すること”を意味している。その断絶が
経営の立場や企業の存続といった観点から長
年、各界で議論されているが、それが現在、
現実化しつつある。一例として、高度成長期
の黒電話から始まり、バブル期には留守番電
話機能、ファックス機能が固定電話に付加さ
れた。2000年前後からは携帯電話が一般化し、
さらにはeメールの送受信が可能な“ガラケ
ー”と呼ばれる形態に変わり、2017年末には
スマートフォン一色になっている。 
 このような消費者が求め、提供される製品
やサービスの劇的な変容は事業や企業の存続
における断絶を生む。黒電話や固定電話とい
った産業に従事していた労働者たちはその後、
どうなったのであろうか。 
 同種の変容や断絶は労働者にとって、突然
の雇用の喪失や技術革新への適応を強いられ
る状況に直結する。そうした潮流を変動が大
きく不確実で複雑かつ曖昧であることを意味
するVUCAという言葉が象徴している。 
関西福祉科学大学EAP研究所紀要第12号 
 － 6 －
 予測しがたい時代に突入した今、健康経営
という言葉やその考え方がにわかにクローズ
アップされている。それが働く人の健康を守
り、企業等の存続可能性を真に高め得るのか
を、特にEAP等の立場からその課題とメンタ
ルヘルス対策との関連性を中心に考察した。 
Ⅱ．健康経営の二面性 
 健康経営は職場の健康管理を推進する厚生
労働省ではなく、産業の創生と経済や貿易の
発展を本旨とする経済産業省によって主導さ
れてきた。経済産業省によれば、「健康経営と
は従業員の健康管理を戦略的に行うことで企
業の収益や企業価値を向上させ、存続可能性
を高めること」と定義されている。また、健
康管理への投資を「健康投資」と呼び、それ
によって従業員の活力と生産性を向上し、さ
らに組織の活性化と生産性向上を実現できる
と主張している。1) 行政主導の施策の影響が
大きな健康管理やメンタルヘルスに関して、
これらの2つの省庁の立場の違いはある種の
二面性だと言える。 
 代表的な企業に対する健康経営銘柄、ホワ
イト500等の健康経営優良法人の選定、それ
らによる金融機関による融資条件のインセン
ティブや人材確保のメリットを経済産業省や
健康保険組合等の団体は強調する。そうした
動きに経営者や関係者は好意的に反応し、少
なからぬ顕彰制度への応募があると伝えられ
ている。1) 収益向上や存続可能性を高めるこ
とが目的と聞けば当然であろうし、いわば総
論は賛成と言うように見える。 
 しかし、健康経営を推進する目的が、本当
に価値のある健康管理なのか、本音では収益
の確保なのかという、時に矛盾する二つの側
面を内包していることをメンタルヘルス対策
にかかわるEAP等の専門家は認識する必要
がある。 
 また、健康投資の仮説の通り、従業員の活
力や生産性を向上させ、同時に組織の活性化
や生産性、さらには企業価値を向上させる、
標準化された健康管理対策やメンタルヘルス
対策、それらの具体的な手法は開発されてお
らず、近々実現する見込みはない。 
 例えば2015年12月より50人以上の事業場
で義務化されたストレスチェック制度導入以
降、従業員の活力が向上し、組織の活性化が
実現できているという発表が相次いでいるわ
けではない。 
 健康経営銘柄の株価のパフォーマンスが平
均的な企業群より良好であること等が顕彰制
度のメリットとして説明されるが、「財務面が
豊かであるから、健康投資ができるのか」あ
るいは「健康投資の結果、財務面が豊かにな
ったのか」という疑問も付きまとう。このこ
とは「鶏が先か、卵が先か」というジレンマ
に似ている。 
 健康経営銘柄の選定には実は投資家の注目
するROE（Return On Equity、自己資本（株
主資本）利益率）のような財務指標によって
いわゆる足きりがなされてきた。また、健康
経営銘柄に3年連続で選ばれた某有名企業の
製品・品質データの改ざんと捏造が明らかと
なり、その選定は、自主的な応募と自己申告
によるものであるという危うさも露呈してい
る。 
 真に効果的な健康管理対策やメンタルヘル
ス対策を継続して目指すなら、相当のコスト
や人員を要し、継続してエネルギーと時間を
かけなければならない。その段階で多くの経
営者や関係者は立ち止まってしまう。 
 健康経営でしばしば言及される「できるこ
とからはじめる」という耳あたりの良いフレ
ーズは取り掛かりやすくとも、健康に関する
イベントを行なうだけといった総花的な対策
に終始する危険性が付きまとう。 
 これらの状況は、各論は反対だという現実
を示唆しているように見える。 
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 このように健康経営には複数の二面性が内
在しているのであるが、その点をEAP等の立
場でメンタルヘルス対策にかかわる専門家は
しっかりと意識しておく必要がある。 
Ⅲ．健康経営を邪魔する手段の目的化、
ビジネス化と格差の増大 
 職場の健康管理対策とメンタルヘルス対策
における手段の目的化の問題も看過できない。
手段の目的化とは「本来何らかの成果を得る
ための手段である行動や活動について、その
こと自体が目的となってしまうこと」を意味
する。 
 例えば、職場で行なわれている定期健康診
断では生活習慣病を対象とする血液検査の導
入以降、その有所見率は増加の一途となって
いる。2) 定期健康診断に注がれるコストや時
間が膨大であるにも係わらずこのような傾向
が解消する見込みはない。 
 また、ストレスチェックの実績を見ると、
チェックに手間と時間を相当にかけている割
には医師の面接指導がほとんど無いという実
態が厚生労働省から明らかにされている。3) 
これらは手段の目的化の典型例だといえる。 
 昨今の時流に合わせるかのように、健康経
営もビジネス化の対象となっている。ストレ
スチェック導入以降に健康診断を取り扱う医
療機関や健診機関あるいはEAPプロバイダ
ーでもない、IT企業等がストレスチェックに
新規参入している。また、産業医の紹介もビ
ジネス化が過度に進み、「メンタルヘルス対策
を充実させる産業医を紹介する」とウェブペ
ージで宣伝する一方で、医師向けの情報サイ
トでは経験のない医師を募るといった業者も
おり、悪い典型例であろう。 
 健康経営を謳う民間企業や関連団体の多く、
あるいはその専門家そのものが、その動機と
して何らかの利得や利益を目指していること
も意識しておく必要がある。例えば、健康や
メンタルヘルスを含む健康管理を取り扱う機
関の側には、健康経営関係の認定を取得した
と標榜し、模範的な在り様を模索していると
表明している裏で、販路拡大のような経済的
な動機があることは否定できない。 
 さらに、健康経営ではコラボヘルスやデー
タヘルス等でビジネス化の進展が著しい。市
場規模が1兆3600億（2016年）から1兆6700
億（2020年）に達するという試算もあり、ビ
ジネス化の根拠となる。4) このようなビジネ
ス化が労働者の健康やメンタルヘルスを増進
するとは思われない。そして、こうした状況
にEAP等の専門家は自らの利害を重ねない
ように厳に戒めなければならない。 
 他方、日本における健康管理やメンタルヘ
ルスの受益者は平均的な企業の平均的な労働
者ではないことにも目を向ける必要がある。
例えば産業医制度は50人を境に選任する義
務が事業者に定められているが、労働者数を
見るとその過半数が50人未満の事業場で働
いている。また定期健康診断やストレスチェ
ックは常用雇用労働者にのみ提供されていて、
非正規雇用に相当するであろう、非常用雇用
労働者はこれらの対象外とされて久しい。 
 また、1000人以上の事業場規模を境に、常
勤となる専任の産業医と非常勤の選任産業医
の出務回数には週4日程度と月半日が1回程
度という大きな違いがある。常勤の産業医の
ケアを受けられる可能性のある1000人以上
の事業場で働く常用雇用労働者の数は全ての
労働者の1割以下であると想定され、これら
の格差は看過できないほど大きい。 
 健康経営を展開することで、これらが解消
されるどころか、その経済的な展開と圧力の
強さから、むしろさらに助長されることすら
懸念される。 
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Ⅳ．これからのメンタルヘルス対策の
あるべき姿 
 以上のような様々な問題を含んだまま展開
されつつある健康経営であるが、先述したよ
うに従業員と組織の生産性を向上させる絶対
的で具体的な方策は無い。しかし、EAP等の
専門家として問題に対処し、平均的な企業等
で働く労働者の健康やメンタルヘルスの向上
に貢献できる余地はまだある。そのためには
以下の方策が可能であろう。 
１．健康の在り様を見直し、健康経営の主体
を統合する 
  健康経営という言葉における「健康」と
は何を意味しているのか、という原点に立
ち返ることが大切である。 
  健康の定義として、70年以上前のWHO
による“身体的な側面、精神的な側面と社
会的な側面が良好な状態であること”が知
られている。この3つを実現する、特に社
会的な健康や厚生労働省が提唱する人間的
健康の充実まで含むのであれば、通常の健
康管理の範疇でのメンタルヘルス対策のま
までは不十分である。 
  健康経営では経営者の方針表明が欠かせ
ないとされているが、健康経営の実務を担
うEAP等の専門家は主管する部門やその
責任者と担当者と共に既存の健康管理と経
営管理面の統合を目指す必要がある。 
２．健康経営の在り様を見直し、健康経営の
方向性を正す 
  健康経営の原典とも言えるロバート・
Ｈ・ローゼンの著書によれば、健康経営を
実践している企業や職場のプロフィール
は、従業員が意思決定に参加でき、企業等
の側から説明を受け、公平に扱われ、必要
な資源を与えられ、個人や家庭の事情に配
慮してもらえる職場環境として表現され
ている。5)  
  また、同著では、健康を重視する戦略とし
て、従業員に敬意を払い、変化・変革に対応
し、学習し続けることを奨励し、いわゆるブ
ラックな職場を無くし、多様性を尊重し、従
業員のワークライフバランスを大切にする
手法を紹介している。日本における健康経営
が心身の健康管理を促進するだけに見える
こととは対照的であろう。 
  さらにロバート・Ｈ・ローゼンの著書を
翻訳した宗像恒次らによれば、人的資源管
理と職場ストレスとの関連性に着目し、業
績や人事管理の影響、企業文化との関係、
人間関係の影響、キャリア開発、不明確な
仕事の役割や葛藤、不適切な組織変更やい
わゆるリストラ、女性の就労促進、育児の
問題や高齢労働まで、現代の職場の問題そ
のものが課題とされている。6)  
  これらの本来の在り様を念頭に、ＥＡＰ
等の専門家は健康経営にかかわる際にはそ
の方向性を注視し、必要であればそれを正
すように、経営者、責任者や担当者に助言
することができる。 
３．経営者との対話の促進 
 健康経営を行なうかどうかは経営判断そ
のものである。しかしながら、経営に携わ
る責任のない人があまりにも多く健康経営
を語ってはいないだろうか。一方で、健康
経営を自らの言葉で語る経営者はその顕彰
制度が盛んなほどには見受けられない。 
  健康経営にかかわるEAP等の専門家は
その本旨から経営者との対話を試み、ある
いはその役割やその責任に沿った情報交換
を心がける必要がある。例えば意思決定の
ためには、選択肢を示し、説明責任には論
理的に説明し、結果責任に対してはどのよ
うな結果になるか、つまりプラスとマイナ
スが何かを提示する必要がある。 
  そのことを通じて健康経営の方向性を手
段の目的化やビジネス化あるいは特定の団
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体や誰かの利害から守り、適正化すること
ができる。 
４．健康経営としてわかりやすい“働きやす
い職場づくり” 
  健康経営の原典として紹介されている内
容は “従業員が大切にされ、かつ働きやす
い職場”として捉えることができる。その
ためには、言いたいことが言える職場を造
るコミュニケーションの促進、早く帰宅で
きるワークライフバランスの取り組み、失
敗しても許される学習を奨励する風土づく
り、個人が尊重される文化の醸成、各従業
員の将来を考えるキャリア支援、人材の多
様性・違いが認めるダイバーシティの展開
といった、既存の人事施策を見直し、ある
いは展開することが可能である。 
  その際には健康経営の適切な方向性と共
に受益者は誰なのかをEAP等の専門家は
意識する必要があるだろう。それは限られ
た大企業の正社員だけであってはならない
のではないか。専門家として誰のためにこ
れに係わるのかと言う点も常に意識するこ
とが望ましい。 
５．法令を離れて現実的な対応策を模索する 
  健康経営の顕彰制度の大項目にはコンプ
ライアンスが定められている。しかし、大
手企業正社員、中堅・中小企業等正社員、
50人未満の小企業・零細企業社員さらには
非・常用雇用労働者の間には健康管理やメ
ンタルヘルス対策に関する巨大な格差が存
在している。それを現在の法令が形作って
いる面が否めない。 
 断絶と変容、そしてVUCA世界の中で、
EAP等の専門家も法律に定めの無い、自由
な発想で、職場のメンタルヘルス対策を柔
軟に考えていくことができるのではないだ
ろうか。専門家という立場に安住せず、健
康経営の受益者が誰なのかを常に思考し続
ける努力が求められている。 
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